
［資料4-１］

Ⅰ市域のCO2排出量 Ⅱ住宅の省エネ化率 Ⅲごみ排出量
　(万t-CO2) 　(％) 　(t)

37.5% 36.0%

№７ ごみの５Ｒと環境負荷の少ないまちづくり
こども５Ｒアドバイザーでは市内１２小学校、こどもワークショップ
では２３名から意見を得た。

《参考》施策の進捗状況を測る代表的な指標【C】 《参考》めざす状態に対する市民実感度

「そう思う」＋「どちらかというとそう思う」と
回答した人の割合

【R7.12月】 【R6.8月】

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】 施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】
・いこまSDGsアクションネットワークを企業・団体主導による連携事例の継続的な創出・改善の場とするためには、運用手法等
の改善が必要である。
・環境教育やワークショップ等により行動変容のきっかけは創出できているものの、継続的な実践につなげる仕組みが十分とは
言えない。また、参加者が一部の世代・関心層に偏る傾向がある。

・いこまSDGsアクションネットワークのさらなる活性化とより効果的な連携事例の創出・継続を図るため、リビングラボ型の運
営手法を試行し、具体的課題と活動の方向性を明確化する。
・環境教育や参加型ワークショップの充実を図るとともに、家庭や地域で継続的に実践できる仕組みづくりを進める。具体的に
は、日常生活における５Ｒの実践事例の発信や、学校・地域と連携した取組の展開により、行動変容の定着を図る。また、広報
手法の工夫により、これまで参加機会の少なかった層へのアプローチを強化する。

施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】

・いこまSDGsアクションネットワーク会員の取組の見える化に向け、ホームページのリニューアルによりSDGsの指標ごとに取り
組む会員企業・団体や事例を参照できるようになるなどわかりやすくなった。
・SDGs推進事業補助金を活用した会員主催のイベントや「いこまSDGsデリバリー」での小学生向けワークショップ等を実施し、
市民がSDGsを身近に捉える機会につなげた。
・「くらしのブンカサイ」をらら♪まつりと同日開催し、会員の取組を市民にPRするとともに、地域団体との交流を創出した。
・こども５Ｒアドバイザーの育成やどこでも講座等の環境教育に加え、こどもを対象としたごみワークショップを実施したこと
により、環境配慮行動への理解が深まり、脱炭素・循環型ライフスタイルへの転換につながる行動変容のきっかけづくりを推進
した。

№５ いこまSDGsアクションネットワークの活性化
会員によるイベントが３回開催され、参加者のSDGsへの興味関心が高
まった。

「くらしのブンカサイ」の開催
1,172人の市民が来場し、市民だけでなく出展した地域団体との交流が
できた。

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】 施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】

・リユースやフードドライブ等の５Ｒ活動を継続的に実施していくための担い手が不足している。また、これらの取組は一部の
関心層にとどまっており、市民全体へ広く浸透できていない。
・清掃リレーセンター更新計画に基づく更新工事の実施において、設備ごとの劣化状況を踏まえた計画整理を進めているが、十
分とはいえない。

・既存の取組を継続・発展させるとともに、まちのえきを拠点としたごみ減量活動をさらに推進する。あわせて、家庭から排出
される生ごみの減量につながる取組（例：キエーロ等の普及や３キリ運動等）を強化する。また、５Ｒ活動を市民全体へ浸透さ
せるため、SNSやイベント等を活用した広報手法の工夫・充実に取り組む。
・引き続き、清掃リレーセンターの設備ごとの劣化状況を把握し、更新、補修の必要性や時期等を整理する。

(3)脱炭素・循環型ライフスタイルへの転換

・清掃リレーセンター更新計画に基づく更新工事を実施し、中継施設としての施設の延命化及び安定したごみの持込対応ができ
た。
・コープいこまでのもったいない食器市の毎月開催や、まちのえきでのリユース市の開催等、継続的な取組を実施したことによ
り、５Ｒの啓発と実践機会の創出が図られた。これにより、市民の関心の向上と行動変容が促進され、ごみ減量及び資源循環の
推進につながった。
・事業活動で発生する剪定枝等の木質廃棄物について、民間の資源化施設と連携しバイオマスエネルギーとして活用すること
で、焼却量の削減と資源の有効利用が図られ、大幅なごみ減量及び環境負荷の低減につながった。

№４ 清掃リレーセンター更新計画に基づく更新工事の実施
更新計画に基づく更新工事（中央制御・中央監視盤補修）を計画的に
実施した。

№７ ごみの５Ｒと環境負荷の少ないまちづくり
KPIである「イベント実施回数」では目標24回に対して実績35回と上
回った。

地域脱炭素移行・再エネ推進事業 太陽光発電設備の導入容量　1,314kW

施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】

・施設の統廃合や屋上防水の老朽化等により、太陽光発電の導入容量は当初計画より減少見込みで地域の脱炭素化がうまく進ん
でいない。
・戸建住宅向け事業は脱炭素先行の柱だが、現先行地域の自治会の住宅は築年数が経過しており普及が容易でない。
・国の補助金を活用した住宅の省エネ化について、持続的な成果を得るため、継続的な周知活動の実施が求められる。

・太陽光発電の設備容量を確保するため、新たに拡大したモデル自治会や民間施設での設備導入を推進する。
・継続的な施工業者との連携、環境関連イベントの開催、住民アンケート等を通じた設備導入の促進を図る。
・国の補助金への誘導について、令和７年度に作成したチラシの窓口やイベントでの配布やインターネットでの周知を継続的に
実施する。

(2)環境負荷低減に向けた取組の推進

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】 施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】

・住宅の省エネ化率　10.4%
・新築住宅省エネ義務化件数　407件（長期優良住宅の認定247件,低炭
素住宅の認定8件含む）
・市内業者による国の省エネ改修補助の取得実績件数　約1000件（把
握できたもののみ）

住宅の省エネ化の推進№２

・脱炭素先行地域の取組として、先行地域内の公共施設と戸建住宅に、太陽光発電448kW（公共2施設・戸建34件）及び蓄電池
401kWh（戸建45件）を導入し、脱炭素化を促進した。
・新たに脱炭素先行地域づくりに取り組むモデル自治会や、設備導入と地域貢献活動に協力いただける民間施設の公募を実施
し、令和８年度からの事業実施につながった。
・創エネ・省エネシステム普及促進補助事業により、太陽光327kW（50件）、蓄電池553kWh（65件）、HEMS（41件）の導入を進
め、生駒市域の脱炭素化を促進した。
・住宅の省エネ化率は目標を上回る実績で、市内業者による国の省エネ改修補助の取得実績件数についても想定を上回る実績と
なっており、市の住宅の省エネ化が推進された。

№１

施策名 11　脱炭素・循環型社会

R9年度末にめざす状態（施策
目標）【P】

多様な主体との協働により、環境にやさしいまちが実現できている
進
捗
度

C

【進捗度】Ａ：４年後にめざす状態をすでに実現している、Ｂ：４年後にめざす状態の実現に向けて大変順調に進んでいる、Ｃ：４年後にめざす状態の実現に向けて概ね順調に進んでいる、Ｄ：４年後にめざす状態の実現には努力が必要である、Ｅ：４年後にめざす状態の実現には相当努力が必要である

(1)住宅都市における脱炭素化の実現
施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】
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総合計画審議会からの施策目標の実現に向けた講評等


